
【様式第1号】
令和06年度

一般会計等貸借対照表
(令和07年03月31日現在)

(単位:千円)
科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 8,212,812　固定負債 983,718
　　有形固定資産 9,155,824　　地方債 710,033
　　　事業用資産 5,990,655　　長期未払金 -
　　　　土地 2,826,875　　退職手当引当金 168,288
　　　　立木竹 -　　損失補償等引当金 -
　　　　建物 11,189,616　　その他 105,398
　　　　建物減価償却累計額 △8,662,915　流動負債 172,047
　　　　工作物 921,885　　1年内償還予定地方債 51,455
　　　　工作物減価償却累計額 △278,752　　未払金 -
　　　　船舶 -　　未払費用 -
　　　　船舶減価償却累計額 -　　前受金 -
　　　　船舶減損損失累計額 -　　前受収益 -
　　　　浮標等 -　　賞与等引当金 70,349
　　　　浮標等減価償却累計額 -　　預り金 50,243
　　　　航空機 -　　その他 -
　　　　航空機減価償却累計額 - 負債合計 1,155,765
　　　　その他 △5,733【純資産の部】
　　　　その他減価償却累計額 △320　固定資産等形成分 14,664,281
　　　　建設仮勘定 -　余剰分(不足分) 446,341
　　　インフラ資産 2,703,190
　　　　土地 64,450
　　　　建物 214,414
　　　　建物減価償却累計額 △37,991
　　　　工作物 4,391,810
　　　　工作物減価償却累計額 △1,951,959
　　　　その他 -
　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　建設仮勘定 22,466
　　　物品 1,250,194
　　　物品減価償却累計額 △788,216
　　無形固定資産 0
　　　ソフトウェア 0
　　　その他 -
　　投資その他の資産 △943,011
　　　投資及び出資金 116,602
　　　　有価証券 -
　　　　出資金 116,402
　　　　その他 200
　　　投資損失引当金 -
　　　長期延滞債権 118,383
　　　長期貸付金 -
　　　基金 △1,177,996
　　　　減債基金 -
　　　　その他 △1,177,996
　　　その他 -
　　　徴収不能引当金 -
　流動資産 8,053,575
　　現金預金 1,420,867
　　未収金 133,190
　　短期貸付金 -
　　基金 6,451,469
　　　財政調整基金 6,373,459
　　　減債基金 78,010
　　棚卸資産 -
　　その他 61,707
　　徴収不能引当金 △13,658 純資産合計 15,110,622

資産合計 16,266,387 負債及び純資産合計 16,266,387



【様式第2号】
令和06年度

一般会計等行政コスト計算書
自 令和06年04月01日
至 令和07年03月31日

(単位:千円)
科目 金額

　経常費用 4,806,593
　　業務費用 3,106,052
　　　人件費 870,658
　　　　職員給与費 741,350
　　　　賞与等引当金繰入額 6,395
　　　　退職手当引当金繰入額 -
　　　　その他 122,913
　　　物件費等 2,203,130
　　　　物件費 1,797,069
　　　　維持補修費 3,731
　　　　減価償却費 395,007
　　　　その他 7,323
　　　その他の業務費用 32,264
　　　　支払利息 3,090
　　　　徴収不能引当金繰入額 2,104
　　　　その他 27,070
　　移転費用 1,700,541
　　　補助金等 1,062,153
　　　社会保障給付 267,746
　　　他会計への繰出金 248,717
　　　その他 121,925
　経常収益 184,602
　　使用料及び手数料 47,660
　　その他 136,943
純経常行政コスト 4,621,990
　臨時損失 7,242
　　災害復旧事業費 -
　　資産除売却損 7,242
　　投資損失引当金繰入額 -
　　損失補償等引当金繰入額 -
　　その他 -
　臨時利益 -
　　資産売却益 -
　　その他 -
純行政コスト 4,629,232



【様式第3号】
令和06年度

一般会計等純資産変動計算書
自 令和06年04月01日
至 令和07年03月31日

(単位:千円)

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 15,281,610 13,755,819 1,525,791
　純行政コスト(△) △4,629,232 △4,629,232
　財源 4,478,756 4,478,756
　　税収等 3,684,485 3,684,485
　　国県等補助金 794,271 794,271
　本年度差額 △150,476 △150,476
　固定資産等の変動（内部変動） 928,974 △928,974
　　有形固定資産等の増加 936,216 △936,216
　　有形固定資産等の減少 △7,242 7,242
　　貸付金・基金等の増加 - -
　　貸付金・基金等の減少 - -
　資産評価差額 - -
　無償所管換等 △20,511 △20,511
　その他 - - -
　本年度純資産変動額 △170,987 908,463 △1,079,450
本年度末純資産残高 15,110,622 14,664,281 446,341



【様式第4号】
令和06年度

一般会計等資金収支計算書
自 令和06年04月01日
至 令和07年03月31日

(単位:千円)
科目 金額

【業務活動収支】
　業務支出 4,403,086
　　業務費用支出 2,702,545
　　　人件費支出 864,263
　　　物件費等支出 1,808,123
　　　支払利息支出 3,090
　　　その他の支出 27,070
　　移転費用支出 1,700,541
　　　補助金等支出 1,062,153
　　　社会保障給付支出 267,746
　　　他会計への繰出支出 248,717
　　　その他の支出 121,925
　業務収入 4,113,722
　　税収等収入 3,685,955
　　国県等補助金収入 243,165
　　使用料及び手数料収入 47,660
　　その他の収入 136,943
　臨時支出 -
　　災害復旧事業費支出 -
　　その他の支出 -
　臨時収入 551,106
業務活動収支 261,742
【投資活動収支】
　投資活動支出 1,029,889
　　公共施設等整備費支出 997,412
　　基金積立金支出 32,476
　　投資及び出資金支出 -
　　貸付金支出 -
　　その他の支出 -
　投資活動収入 628,859
　　国県等補助金収入 -
　　基金取崩収入 625,628
　　貸付金元金回収収入 -
　　資産売却収入 3,231
　　その他の収入 -
投資活動収支 △401,030
【財務活動収支】
　財務活動支出 32,224
　　地方債償還支出 32,224
　　その他の支出 -
　財務活動収入 355,100
　　地方債発行収入 355,100
　　その他の収入 -
財務活動収支 322,876
本年度資金収支額 183,588
前年度末資金残高 1,187,035
本年度末資金残高 1,370,624

前年度末歳計外現金残高 47,137
本年度歳計外現金増減額 3,106
本年度末歳計外現金残高 50,243
本年度末現金預金残高 1,420,867



注記 

 
1 重要な会計方針 

（1） 有形固定資産等の評価基準及び評価方針 
① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・再調達原価 
ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 
取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価 
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 
ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価 
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 
（2） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的の有価証券・・・・・・・・・・・・・該当事項なし 
② 満期保有目的以外の有価証券・・・・・・・・・・・該当事項なし 
③ 出資金 

ア．市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・ 該当事項なし 
イ．市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・ 出資金額 

 
（3） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く。）・・・・・・・定額法 
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
 建物  13年～50年 
 工作物 10年～75年 
 物品   3年～30年 

② 無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・定額法 
（ソフトウェアについては法定耐用年数（5年）に基づく定額法によります） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取
引及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万以下のファイナンス・リース取引を除き
ます。 
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却と同一の方法 

   
（4） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 
債権の不能欠損による損失に供えるため、過去5年間の平均不能欠損率、徴収不能見込額を
計上しています。 

② 退職手当引当金 
職員に対する退職手当の支給に供えるため、当年度末における退職手当自己都合要支給額に
相当する額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 
翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の支払に
供えるため、当期対応見込額を計上しています。 

 
（5） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース 
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じたい会計処理を行っています。 
 

（6） 資金収支計算書における資金の範囲 
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。なお、現金及び現金同等物には、出納整
理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 



 
（7） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

物品及びソフトウェアの計上基準 
物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産と
して計上しています。 
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 
2 重要な会計方針の変更等        該当ありません。 

 
3 重要な後発事象            該当ありません。 

 

4 偶発債務               該当ありません。 
 
5 追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項） 

(1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事業 
① 対象範囲 

一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 
 一般会計 

② 表示金額単位 
千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

③ 出納整理期間 
地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間に
おける現金の受払当を終了した後の係数をもって会計年度末の係数としています。 

④ 地方公共団体健全化法における健全化判断比率の状況 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 
実質赤字比率   － 
連結実質赤字比率 － 
実質公債費比率  1.3％ 
将来負担比率   － 

⑤ 繰越事業に係る将来の支出予定額                58,925千円 
 
 （2）貸借対照表に係る事項 
  ① 地方交付税措置のある地方債うち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含ま

れることが見込まれる金額                  884,816千円 
  ② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は次の通りです。 
    標準財政規模                      3,623,864千円 
    元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額      68,256千円 
    将来負担額                       1,548,975千円 
    充当可能基金                      5,926,140千円 
    特定財源見込額                     該当ありません。 
    地方債現在高当に係る基準財政需要額算入見込額       884,816千円 
 
 （3）純資産変動計算書に係る事項 
  純資産における固定資産等形成分及び余剰金（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 
固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 



（4）資金収支計算書に係る事項 
① 基礎的財政収支                        △139,288千円 

 
② 既存の決算情報との関連性 

     地方自治法第233条第1項に基づく歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会
計では計上しないため、その分相違します。 

 
③ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれておりません。 
なお、一時借入金の限度額及び利子額は次の通りです。 
 一時借入金限度額                      500,000千円 
 一時借入金に係る利子額                   該当ありません。 
 

④ 重要な非資金取引 
当期計上のファイナンス・リース取引に係る資産および負債の額 
 該当ありません。 



区分 前年度末残高
(A)

本年度増加額
(B)

本年度減少額
(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)-(E)

(G)

固定資産 22,377,362,547 965,457,309 65,147,900 23,277,671,956 12,217,730,674 0 11,059,941,282

　有形固定資産 22,376,251,647 965,457,309 65,147,900 23,276,561,056 12,216,619,774 0 11,059,941,282

　　事業用資産 17,011,187,458 807,468,222 62,122,900 17,756,657,323 9,438,073,027 0 8,318,584,296

　　　土地 3,074,512,808 72,223,737 1,197 3,146,859,891 0 0 3,146,859,891

　　　立木竹 0 0 0 0 0 0 0

　　　建物 13,253,165,474 467,268,885 62,121,703 13,686,333,256 9,166,918,969 0 4,519,414,287

　　　工作物 682,709,976 267,975,600 0 922,664,976 270,754,458 0 651,910,518

　　　船舶 0 0 0 0 0 0 0

　　　浮標等 0 0 0 0 0 0 0

　　　航空機 0 0 0 0 0 0 0

　　　その他 799,200 0 0 799,200 399,600 0 399,600

　　　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0

　　インフラ資産 4,324,467,151 140,211,107 0 4,464,553,715 1,990,330,759 0 2,474,222,956

　　　土地 62,004,149 7 0 61,879,613 0 0 61,879,613

　　　建物 211,389,200 3,025,000 0 214,414,200 37,991,333 0 176,422,867

　　　工作物 4,051,073,802 137,186,100 0 4,188,259,902 1,952,339,426 0 2,235,920,476

　　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0

　　物品 1,040,597,038 17,777,980 3,025,000 1,055,350,018 788,215,988 0 267,134,030

　　　物品 1,040,597,038 17,777,980 3,025,000 1,055,350,018 788,215,988 0 267,134,030

　　　美術品 0 0 0 0 0 0 0

　無形固定資産 1,110,900 0 0 1,110,900 1,110,900 0 0

　　ソフトウェア 1,110,900 0 0 1,110,900 1,110,900 0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　投資その他の資産 0 0 0 0 0 0 0

　　投資及び出資金 0 0 0 0 0 0 0

　　　有価証券 0 0 0 0 0 0 0

　　　出資金 0 0 0 0 0 0 0

　　　その他 0 0 0 0 0 0 0

合計 22,377,362,547 965,457,309 65,147,900 23,277,671,956 12,217,730,674 0 11,059,941,282

年度：令和06年度 団体：一般会計等 会計：一般会計 令和08年03月16日　現在

①有形固定資産の明細
(単位:円) P. 1



区分 生活インフラ・国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 合計

固定資産 2,601,084,692 2,347,027,610 764,940,650 217,355,432 2,868,399,946 283,563,671 1,977,510,855 0 11,059,882,856

　有形固定資産 2,601,084,692 2,347,027,610 764,940,650 217,355,432 2,868,399,946 283,563,671 1,977,510,855 0 11,059,882,856

　　事業用資産 93,981,212 2,295,921,651 764,940,646 205,351,569 2,778,227,450 257,401,124 1,922,760,644 0 8,318,584,296

　　　土地 53,481,717 719,026,371 106,132,661 0 1,149,339,734 7,405,311 1,111,474,097 0 3,146,859,891

　　　立木竹 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　建物 23,180,576 1,550,051,269 646,863,185 205,351,569 1,076,709,940 213,011,201 804,246,547 0 4,519,414,287

　　　工作物 16,919,319 26,844,011 11,944,800 0 552,177,776 36,984,612 7,040,000 0 651,910,518

　　　船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　浮標等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　航空機 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　その他 399,600 0 0 0 0 0 0 0 399,600

　　　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　インフラ資産 2,395,324,394 1 0 0 78,840,135 0 0 0 2,474,164,530

　　　土地 61,821,186 1 0 0 0 0 0 0 61,821,187

　　　建物 97,582,732 0 0 0 78,840,135 0 0 0 176,422,867

　　　工作物 2,235,920,476 0 0 0 0 0 0 0 2,235,920,476

　　　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　物品 111,779,086 51,105,958 4 12,003,863 11,332,361 26,162,547 54,750,211 0 267,134,030

　　　物品 111,779,086 51,105,958 4 12,003,863 11,332,361 26,162,547 54,750,211 0 267,134,030

　　　美術品 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　無形固定資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　ソフトウェア 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　投資その他の資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　投資及び出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　有価証券 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 2,601,084,692 2,347,027,610 764,940,650 217,355,432 2,868,399,946 283,563,671 1,977,510,855 0 11,059,882,856

年度：令和06年度 団体：一般会計等 会計：一般会計 令和08年03月16日　現在

②有形固定資産の行政目的別明細
(単位:円) P. 1


